
                         

                           事 務 連 絡 

                          令和８年８月 14日 

 

出店企業の皆様へ 

 

（公財）日本食肉流通センター 

 

令和８年度食品等取引実態調査（アンケート）について【協力依頼】 

 

 

日頃から当センターの業務運営につきまして、格別のご高配を賜り厚く御礼申

し上げます。 

農林水産省畜産局食肉鶏卵課を通じて、令和８年度食品等取引実態調査（アン

ケート）について、別添のとおり協力依頼がありましたのでお知らせします。 



令和８年８月 

 

関係団体各位 

農林水産省大臣官房新事業・食品産業部 

新事業・食品産業政策課食料システム連携推進室 

 

令和８年度食品等取引実態調査への協力のお願い 

（食料システム法第 34条に基づく法定調査の依頼） 

 

平素より農林水産関係施策に御協力を賜り、誠にありがとうございます。 

農林水産省では、「食品等の持続的な供給を実現するための食品等事業者による事業活動の促進及

び食品等の取引の適正化に関する法律」（食料システム法）第 34 条に基づき、食品等事業者及び農

林漁業者の皆様を対象に、食品等の取引状況、取引条件に関する協議の状況その他食品等の取引の

実態に関する調査（以下「食品等取引実態調査」という。）を実施することとしております。 

食品等取引実態調査（アンケート調査）については、農林水産省から食品等事業者及び農林漁業

者を抽出して、個別に案内を送付させていただきますので、その旨御承知おきください。 

なお、食品等取引実態調査においては農林水産省から案内を送付させていただく食品等事業者及

び農林漁業者の皆様だけでなく、多くの方にアンケート調査に御協力をいただきたいため、貴団体

におかれましては、食品等取引実態調査について回答に御協力いただくよう、会員様へ周知いただ

きたく存じます。 

忌憚のない御意見をいただきたく、協力を賜りますよう、お願いいたします。 
 

調査対象 ： 食品等事業者及び農林漁業者（郵送及び団体経由の依頼） 

調査方法 ： ＷＥＢ回答方式 

調査期間 ： 令和８年８月５日（水）～９月 30 日（水） 

 

【アンケート回答 URL】 https://jittaichousa.rbl.co.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査に関するお問合せ先】 

農林水産省 大臣官房新事業・食品産業部 新事業・食品産業政策課 

食料システム連携推進室 適正取引推進班 

松本、田中、山口、築地、井口 

（電話）03-3502-5742 

（メールアドレス）torihiki-chousa@maff.go.jp 
※令和７年度の食品等取引実態調査の結果は右の二次元コードからご覧いただけます。 

https://jittaichousa.rbl.co.jp/
mailto:torihiki-chousa@maff.go.jp






令和８年度食品等取引実態調査

〇 食料システム法第34条に基づき、食品等取引実態調査を実施。

令和８年度食品等取引実態調査（概要）

・ 調査対象 食品等の取引を行う食品等事業者、農林漁業者等
・ 調査目的 食品等の取引適正化のため、取引先との価格交渉・価格転嫁の状況、商慣習の課題等の実態を把握する
・ 調査内容 食品等の取引の状況、取引条件に関する協議の状況等

（価格交渉の状況、コスト増を価格にどの程度転嫁できているか、協議申出を理由とする不利益な取扱いを受けていないか等）
※中東情勢による影響、米の取引におけるコスト指標の活用状況に関する質問を含む。

アンケート調査 全国約６万者（令和７年度は２万者）に回答依頼を送付（回答はWEB）
※調査先は、業種、企業規模等に偏りがないよう選定（無作為抽出）

ヒアリング調査 全国の事業者から広くヒアリングを実施
（問題となりそうな事例、他社の参考になる改善事例・優良事例などを聴取）

・ 調査時期 令和８年８月５日（水）〜９月３０日（水）

※  調査結果は、取りまとめの上、個社を特定できない形で公表予定。
※  調査結果に基づき、食品等事業者及び農林漁業者に対する指導・助言、勧告・公表、公正取引委員会への通知の措
置を行うほか、今後の施策の見直し等に活用。



令和８年度食品等取引実態調査

令和８年度食品等取引実態調査（調査事項）

【価格交渉・価格転嫁】
・ コストの変動状況（中東情勢の影響有無を含む）
・ 価格交渉の申し出/申し入れ、根拠資料の提示の状況
・ 協議の実施状況（協議のスピード、根拠資料の取り扱い等）
・ 取引価格への転嫁・反映の状況

【商慣習】
・ 営業上の課題となっている商慣習（物流課題を含提案む）
・ 商慣習の見直しの取組の提案状況、取組の提案に対する検討・協力の状況

【食料システム法】
・ 法律の認知度
・ 努力義務違反が疑われる事案の有無
・ （米穀取扱事業者に対し）米のコスト指標の活用状況

【消費者理解】
・ フェアプライスプロジェクトをはじめ、消費者理解の醸成に向けた取組への協力可否

※ は令和８年度調査での追加事項




